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論文
予期せぬ妊娠をした女性の支援に関する考察
一韓国の 「未婚母子施設」を通 して一
姜 恩和
【要 旨】
女性 が予期せぬ妊娠を し、家族関係が疎遠 で経済的にも困難 な状況におかれている場合、とりわけ出
産前か ら出産直後に実親 をどのように支援す るかは重要な課題 となる。本稿では韓 国において出産時の
最低限の短期保護か ら始まった未婚母施設 が、実母の 自立や子育て支援まで支援の範囲を広げてきた過
程 について分析 した。未婚母支援 は1970年代 に婦人保護事業の一環 として始 められ、80年代以降も短
期間の入所保護お よび子 どもの養子縁組 とい うものに終始 していたが、養育 を希望す る未婚母の増加 と
ともに、2005年頃から子 どもの養育 と実親 の自立支援に重点がおかれ るようになった。日本の婦人保護
施設は、売春行為の恐れのある女性、もしくはDV被 害にあってい る女性 の他 にも、様 々な困難 を抱え
てい る女性 にも範囲を広 げているものの、産前産後 を通 しての妊産婦の支援 を行っているのは東京都 の
慈愛寮のみである。今後は予期せぬ妊娠 を し、社会的な支援 を必要 とする女性のために、医療面のみな
らず、学業や 自立支援に至 るまでの包括的な支援機 関としてシェル ターの設置が早急 に求められ る。
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1.問題関心
実親 が予期せ ぬ妊娠を し、家族関係が疎遠 で経済的にも困難 な状況 におかれている場合、とりわけ出
産前か ら出産直後に実親 をどのように支援す るかは重要な課題 となる。韓国では未婚の女性が妊娠 ・出
産期に1年 間入所できる 「未婚母子施設」1)がその役割 の大部分 を担 ってお り、食事な どの基本的な生
活 をは じめ とし、分娩を含 めた医療サー ビスや 自立の職業訓練 も行 っている。 しか し、この施設 が最初
か らこのようなサー ビスを提供 していたわけではない。1970、1980年代には倫洛防止法に基づ く婦女保
護事業の一環であったが、1989年に母子福祉法の制定の際に母子福祉施設の一種 として位置づけられ、
その後女性 の自立支援 と子 どもの養育に力点がおかれ るようになってきたのである。
日本 では0歳 児の虐待死 を防ぐとい う側面か ら妊娠期ケアが注 目されてお り、「こ うのとりのゆ りか
ご」の検証報告書(2010)において も、「妊娠 ・出産対応 のシェル ターを全 国に一定か所設置す ること」と
の提言がな されている。社会保障審議会児童部会 の 「児童虐待等要保護児童事例の検証 に関す る専門委
員会」によると、第1次 報告か ら第9次 報告(2003年7.月～2012年3.月)までに、虐待 により死亡す る
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子 どもの中で0歳 が占める割合は218人(44.0%)と高 く、 さらに、生まれた 日に死亡す る例が16.8%
(83人)を占める。 とりわけ0日 児の場合 は、「望まない妊娠」が75.9%と突出 してお り、出産場所 も医
療機関は皆無であ り自宅出産が77.8%を占めるな ど、誰 にもSOSを出せず に出産に至っている様子が う
かがえる。
「未婚母子施設」は、妊娠 ・出産 に対応す るシェル ターの一種 として捉 えることができる。シェル タ
ーを利用す る実親がすべて子 どもを養子に託すわけではないが、シェルターの利用 に至 る場合、自らの
養育が困難で結果的に子 どもが養子縁組につながる可能性は低 くない。 したがって、妊娠 ・出産対応 の
シェルターは、子 どもが社会的養護下におかれ ることも想定 した うえで実親 を支援 していくことが必要
となる。韓 国の場合 、1970年代か ら2000年代半ばまでは、実親 に対す る支援 はもっぱ ら短期間の入所
時の出産支援 と子 どもを預か り養子縁組につなげるとい う内容が主であったが、2005年頃か ら未婚母 を
育て る親 として支援す る動 きが始ま り、養育支援の幅が広が りつつある。 さらに、養子縁組機関による
「未婚母施設」の運営は、未婚母が自らの養i育を選択する際に妨げになるとして、2011年の 「一人親家
族支援法」の改正によ り、2015年7月か らは養子縁組機 関による施設の運営が禁 じられ ることとなっ
た。
本稿 では最低 限の短期保護 か ら始まった韓国の未婚母施設が、実母の自立や子育て支援 まで支援の範
囲を広げてきた過程 を追い、 日本における妊娠 ・出産支援 システムのあ り方への示唆 を試みる。
】1.養子 縁 組 制 度 の概 観
本章ではまず養子縁組制度 が どのよ うに展開 してきたのかについて概観 してい く。
養子制度 が要保護児童 の保護形態 として定着す るよ うになったのは、朝鮮戦争後の混乱期であっ
た。海外養子縁組は、朝鮮戦争後に発生 した多 くの孤児 、その中でも特 に韓国に派兵 された外国人男
性 と韓 国人女性 の間に生まれ た子 どもに対す る対策 として始ま り、1961年に 「孤児養子縁組特例法」
が制定 された。その後1976年に国内養子縁組 をも含 めた形で 「養子縁組特例法」に改正 され、数回に
わた る部分改正の後、1995年には、法律名が 「養子縁組促進お よび手続 きに関する特例法」 に変 わ
り、養子縁組成立以降の管理 に関す る内容 が初めて条文に盛 り込まれるな ど全文改正がなされた。 さ
らに2011年8.月に子 どもの権利i擁護 を重視 した形で再び全文改正がなされ、2012年8月か ら施行 され
たのである。
養子縁組 に関す る業務 は養子縁組斡旋機 関が担 当す ることになってお り、養子縁組斡旋機 関の設置
基準 として、児童福祉法施行令第2条 に基づ く乳児施設 あるいは養護施設の設置が求 められてい る。
2012年末現在 国内 ・海外両方を対象 としている機 関は全国に4か 所、国内のみ を対象 とす る機 関は17
か所ある。
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下記 の表1は 養子縁組実績 の推移を示 したものである。
表1養 子 縁組 実績 の推移(1958-2012)
年度 養子縁組全体 国内養子縁組 海外養子縁組 国内養子縁組の比率(%)
1958-1960 2,700 168 2,532 6.2
1961-1970 11,481 4,206 7,275 36.6
1971-1980 63,551 15,304 48,247 24.1
1981-1990 91,824 26,503 65,321 28.9
1991-2000 35,619 13,296 22,323 37.3
2001-2010 32,928 14,930 17,998 45.3
2011-2012 4,344 2,673 1,671 61.5
合計 242,447 77,080 165,367 31.8
資料:保 健福祉部(各年度)『 国内外養子縁組統計』
国内養子縁組 と海外養i子縁組の比率は、国が海外養子縁組 を全面的に認 めるか、それ とも抑制す るか
によって変わってきた。1971年か らの海外養子縁組 の増加は、海外養子縁組の全面開放の結果であ り、
1991年か ら急激 に減 っているのは、ソウル オ リンピックを境 に韓国の経済成長が世界 にア ピール され、
経済的に豊かな国になったに もかかわ らず、海外養子縁組が多数行われてい ることに対す る国際社会の
非難が強 くなったためである。2007年か らは、国内養子縁組優先の政策 を本格的に始 め、国内で5か 月
間養親 が見つか らない場合にのみ海外養子縁組 を進 め られ るよ うになった。
下記 の表2と 表3は 、子 どもが国内 と海外 に養子縁組 される背景 についてま とめたものである。
表2国 内養 子 の背景(1958-2012)
年度 合計(人) 未婚母(%) 施設児童(棄児)(%) 一人親家庭,貧 困家庭 その他(%)
(%)
19581960 168 63(37.5) 80(47.6) 25(14.9) 一
19611970 4,206 1,163(27.7)2,962(70.4) 81(19.3) 一
19711980 15,304 9,075(59.3)4,960(32.4) 1,269(8.3) 一
19811990 26,503 19,696(74.3)4,715(17.8) 2,092(7.9) 一
19912000 13,296 9,983(75.1)2,288(17.2) 806(6.1)219(1.6)
2001-2010 14,932 11,816(79.1)1,477(9.9) 1276(8.5)363(2.5)
2012 1,125 1,048(93.2) 19(1.7) 41(3.6)17(1.5)
合計 75,534 52,844(70.0)16,501(21.8) 5,590(7.4)599(0.8)
資料:保 健福祉部(各年度)『 国内外養子縁組統計』
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表3海 外養i子の背景(1958-2012)
年度 合計 未婚母(%) 施設児童(棄児)(%) 一人親家庭,貧困家庭(%)
1958-1960 2,532 227(9.0) 1,675(66.2) 630(24.9)
1961-1970 7,275 1,304(17.9)4,013(55.2) 1,958(26.9)
1971-1980 48,247 17,627(36.5)17,260(35.8) 13,360(27.7)
1981-1990 65,321 47,153(72.2)6,769(10.4) 11,399(17.5)
1991-2000 22,323 20,654(92.5) 225(1.0) 1,444(6.5)
2001-2010 17,998 17,543(97.5) 41(0.2) 416(2.3)
2012 755 696(92.2) 8(0.7) 59(7.8)
合計 164,451 105,204(64.0)29,983(18.2) 29,264(17.8)
資 料:保 健 福祉 部(各年 度)『 国内外養 子 縁組 統計 』
※2009年の調査から、未婚母とい う項 目は、「未婚母(父)児童(婚外子含む)」にな り、一人親家庭、貧困家庭は分
けて推計されるようになった。ただ し、ここでは年度別の推移をみるため、一人親家庭、貧困家庭を合わせた数
値となっている。
1958年か ら1970年代までは棄児や一人親家庭2)が多 く、家庭が貧困のため子 どもを育て られない と
い う理 由で養子縁組 の対象 となっている。 しか し1970年代後半か ら未婚母の子 どもが増 え、1980年代
には未婚母 の子 どもの割合が最 も大き くな り、現在 も9割 前後の水準で続いてい る。 しか し、近年養育
を希望す る未婚母が増加 してい る。韓国女性開発院(1984)によると、1984年に未婚母関連施設に入居 し
てい る未婚母1,446名を対象 に調査 したところ、養子縁組希望者は92.9%に上 り、養育希望者 は5.8%
に過ぎない とい う結果 となった。 しか し、2001年には養育希望者 が11.0%に増加 した(金ユギ ョン ・趙
エジ ョ ・盧チ ュン レ(2006:87)。さらに、2005年には養子縁組希望が68.3%、養育希望が31.7%とい
う比率 とな り(女性家族部2005)、未婚母の3分 の1が 養育を希望す るよ うになったのである。韓国女性
政策研究院(2009)によると、2008年に未婚母施設(母子共同生活家庭含)43か所 に入所 した未婚母2,267
人 を対象に調査 した結果、養育希望者 は32.6%であ り、経済的な支援や社会的な偏見が改善 されれば 自
らの養育を希望す る比率は5割 以上に上がる とい う結果 も報告 されている。
このよ うな養育 を希望す る未婚母の増加 とともに、一人親家庭支援策にも変化が表れた。未婚母のた
めのケアは出産前後のものに集 中してお り、母子ユニ ッ トを積極的に支援 しよ うとい う動 きはほ とん ど
み られなかったが、2003年に子 どもを 自分 で育て る未婚母のための施設 を運営す るプログラムを国家 レ
ベルで支援 し始 め、2007年には母 ・父子福祉法が 「一人親家族支援法」に改正 され、未婚の親の子育て
支援が強化 された。 また2004年に制定 された 「健康家庭基本法」に基づいて、「未婚母父子支援事業」
が行われ るよ うにな り、妊娠初期か らの相談や情報提供、出産後養育を支援するためのサー ビスが始め
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られた。 このよ うに、自ら養育 しよ うとす る未婚母を支援する体制が少 しずつ整 えられている状況であ
る。
次章では1989年に母子福祉法が制定 され る以前の未婚母支援 についてみてい く。
皿.1989年母 子 福 祉 法 以 前 の 未 婚 母 支 援 事 業
1)婦女保護事業の一環 と しての未婚母支援
1968年に初めて韓 国キ リス ト教養子会(1975年にホル ト児童福祉会 と合併)が未婚母相談を開始 し、
ホル ト児童福祉会、東邦社会福祉会、大韓社会福祉会、韓国社会奉仕会で も未婚母に対す る相談が行わ
れるよ うになった。70年代に4大 養子縁組機関がすべて未婚母相談事業 を展開 し始めたのである。未婚
母相談が増加 した要因 としては、1960年代か ら70年代にかけての産業化の中で、馬 山、蔚山、浦項、
仁川、永 登 浦 な どに新 しい 工 業 団 地 が 作 られ 、 貧 しい農村地域 か ら職 を求めて都市に向か う人 口
移動が生 じ、劣悪な住居環境や勤務環境の中で未婚の女性 の妊娠が増加 したことが指摘 されている(張
素英1976:16)。この時期 は 「未婚母の親権放棄を促す相談」が中心であ り、未婚母 は 「子 どもを育てる
母親 としてはみなされていなかったことが うかがえる(権希妊2013:115)3)。
この時期は、1961年に 「倫落行為の常習がある者お よび環境又は性行 をかんがみ倫落行為をす る恐れ
が顕著な女子」の保護 を目的に制定 された 「倫落行為防止法」に基づ く 「婦人保護事業」の一環 として
未婚母支援が行われ た。 「倫落防止法は女性に道徳的な烙印を押す法律であったにもかかわ らず、要保
護女性 に対す る各種の保護施設が規定 されていたため、1960-1970年代 にわたって婦女保護事業の最 も
広範囲な根拠法 となった」のである(黄ジ ョン ミ2001:97)。倫落防止法第8条 に定め られ ている職業補
導施設は、 「要保護女子 に対 して、 自立更生の精神 と能力を洒養す るため」の ものである。70年代は救
世軍 による女子館4および愛欄院5による 「喜びの家」が未婚母 を対象 とした入所 として運営 され、定員
は両方合わせて50名であった。 「救世軍女子館に対 して、保健社会部お よびソウル市が未婚母の分娩費
の一部を補助 し、各婦女相談所 を訪れた未婚母を救世軍に依頼 して保護 していた」(張素英1976:46)。
表4救 世軍女子館 サー ビス実績(出典:救 世軍女子館 、柳 由博1980:60より再引用)
分娩'度 1975 1976 1977 1978 1979
分娩数(人) 50 60 42 107 82
2)養 子縁組機関によるサー ビスの提供
それでは養子縁組機関で提供 したサー ビスはどのようなものがあったのだろ うか。
最 も代表的な養子縁組機関であるホル ト児童福祉会 の例を上げてみ よ う。一つ 目は医療サー ビス とし
て妊産婦の定期検診 と分娩費、産後の治療費の一部または全額 を補助す ることである。二つ 目は、居場
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所のない未婚母 は喜びの家、救世軍、または希望の家 に宿食保護を依頼す ることである。三つ 目は子 ど
もを育てられ る場合 は、1かHか ら6かHの 問、医療サー ビスを含めて在宅支援を行 うことである。 四
つ 目は、希望の家に限 られ ることではあるが、委託保護サー ビスの提供 である。子 どもを短期間預 けた
上で、合意 した期 間内に自立 して子 どもを引き取るか、あるいは子 どもと母親が一緒に短期 間の生活支
援 を受 けることを選択できる。五つ 目は、母親 による子育てが難 しい と判断された場合、子 どもの養子
縁組あっせん を行な う。その他に大韓社会福祉会、韓国社会奉仕会、韓国十字軍連盟(東邦児童福祉会 の
前身)も、養子縁組に加 えて個別相談や分娩費補助な どの医療サー ビスを行っていた。
表5ホ ル ト児童福祉会サー ビス実績(出典:ホ ル ト児童福祉会、柳 由博1980:55より再引用)
項 目 度 1975 1976 1977 1978 1979
医療サー ビス 68 168 364 465 353
未婚母宿食保護 67 121 134 154 181
母子宿食保護 44 88 64 64 12
居宅救護 50 118 149 149 47
子 ども引受 595 1,063 1,598 1,598 1,502
入所保護事業は、救世軍女子館 と愛欄福祉会によって行 われていた。救世軍女子館 に入所 している未
婚母の個別相談はホル ト児童福祉会のワーカーが担 うな ど、機 関同士の連携 がみ られる。愛欄福祉会 は
1960年に 「恵み院」 として設置 され、倫落女性 の保護 をしてきたが、未婚母のための事業は1973年に
最大3かH問20人 まで保護できる 「喜びの家」か らスター トした。 さらに、1975年には未婚母 と子 ど
もを一緒に保護す るために 「希望の家」6)をスター トさせた。「希望の家」は子 ども養育への意思がまだ
定まっていない場合や、未婚父の意思確認が必要な場合、育て る意思はあるが条件 を整 える必要がある
場合に、母子が一緒に居住 しなが ら保護 を受け られ る施設である。期間は1か 月か ら3か 月の間で、収
容人員 は母親 と子 どもそれぞれ5名 ずつであった(張 素英1976:48-57)。
以上のことか ら、この時期は政府 の支援は救世軍女子館への若干の補助のみで、未婚母支援は主に養
子縁組機関で養子縁組サー ビスの傍 らに行っていた と捉えることができる。 「未婚母のための施設拡張
な どサー ビスの改善はむ しろ未婚母の助長 を生み出す とい う一部か らの危惧に より阻害 されていた」と
見 られる(黄ジ ョン ミ2001:98)。
1980年代に入 ると、 婦女職業補導施設を倫落女性収容施設、倫落の恐れのある女性収容施設、未婚
母施設、一時保護所に区分 して、それぞれ の対象者 の特性に合わせて進め られるよ うになった(保 健福
祉部1983:10)。未婚母保護施設の数 も徐々に増 えてい く。
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表6未 婚母保護施設の増減状況
年度別 1981 1982 1983 1984 1985 1986
施設数 1 2 3 5 7 10
出典:保健福祉部、保健福祉家族部 各年統計資料
しか し、子 どものケアは養子縁組相談が中心で、実親に対 しては産前、産後の施設保護お よび医療サ
ー ビス、分娩費補助 に限 られていた。 「政府 は未婚母施設 に国庫 と地方費で支援 してい るが十分ではな
く、養子縁組機関の補助 も受 けている。予算が不十分 なため、未婚母 の社会復帰のための幅広いサー ビ
スの提供は難 しく、短期 間の入所保護 にとどまってい」た(金根作1984:33)。さらに、未婚母支援 の
大部分を養子縁組機 関が担っていたことか ら、未婚母保護事業は養子縁組 の対象 となる子 どもを確保 し、
かつ養子縁組に対す る社会 の否定的 な態度 を和 らげるための手段 として行 われ る可能性 が指摘 されて
いる(金 根作1984:36)。
次節 では1984年に韓国女性開発院により行われた調査研究に基づき、未婚母がおかれた状況やニー
ズについて概観 してい くこととする。
3)1984年の韓国女性開発院の調査 を通 してみた未婚母のニーズ
この調査は、ホル ト児童福祉会、大韓社会福祉会、東邦児童福祉会、韓 国社会奉仕会 の4大 養子縁組
機 関と、各機 関の全 国支部30か所、各市 ・道婦女児童相談所10か所、愛欄院、救世軍女子館、マ リア
婦女保護指導所 にて相談または入所保護 を受 けている未婚母を対象 として行われた ものである。
まず、受 けたサー ビス内容は93.7%が「養子縁組」であ り、「分娩保護」28%、「宿食保護」25.1%と
い う順 であ り、子 どもの養育 と未婚母 自立のためのサー ビス としての未婚保護施設 と臨時委託施設 を求
める声は3割 に満たない。その理 由は住む場所な どを含めた経済的な問題 より以前 に、未婚母 とその子
どもに対す る厳 しい視線 により子 どもを手放 さざるを得ない事情があるため、子 どもを自ら育ててい く
ための支援 についての関心はまだそれほど高 くないのである。
出産前にもっ とも必要な支援 としては、 「産前産後保護施設」が52.1%、「分娩費補助」が28.8%、
「病院斡旋(医療サー ビス)」が12.7%であ り、すべて出産 と関連す るニーズが高い傾 向がみ られ る。産
後 にもっとも必要な支援 は、「分娩費補助」が40.4%、「精神的なケア」が15.8%、「産前産後保護施設」
と 「病院斡旋」がそれぞれ11.1%、「養i子縁組」が10.3%であった。未婚母に対する社会的な認識 につ
いては、「逸脱者扱いす る」と答えた人が40.4%、「冷淡 である」が39.6%であ り、いかに肩身の狭い思
いを してい るかが うかがえる。家族 に求めることは、「理解 と許 し」が53.5%、「望む ものはない」が
28.2%、「妊娠 してい ることに気付かないでほ しい」が10.6%であった。社会 に求めることは、「未婚母
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に対する社会認識の変化」が33.7%で突 出して高 く、「産前産後保護施設、相談」や 「職業訓練 ・斡旋」
がそれぞれ7.2%である。
ここまで70年 代か ら始まった未婚母保護事業 について概観 してきた。未婚母保護事業の主な担い手
は、養子縁組機 関であった。海外養子縁組か ら始まった養子縁組が子 どもの保護手段 として定着 し、養
子縁組機関 も大きくなってい く中で、産業化が進む60年代末か ら70年代にかけて浮 き彫 りにされてき
た 「未婚母」の子 どもが養子に託 され るケースが急増 し、養子縁組機 関を含 めた社会福祉法人が相談事
業を始めとす る未婚母への支援事業 を行 った。 しか し、70-80年代後半までは本格的な公的な支援は行
われてお らず、母子福祉の中心的な事業である施設保護 は民間の責任 と主導下で行 われていた。そのた
め、「一定水準以上のサー ビスが体系的に提供 されるには財政的に脆弱なだけでな く、施設 に対す る管
理がきちん と行き届 くよ うな状況ではなかった」 と指摘 されてい る(金恵英2013:26)
N.1989年母 子 福 祉 法 か ら一 人 親 家 族 支 援 法 の 時 期
1989年に制定 された母子福祉法は、韓国社会で初 めて母子福祉への公的責任 を明確 にし、母子を支援
するための行政システム構築のスター トラインとして捉えることができる。つま り、それ まで児童福祉
法や生活保護法において、子 どもに付随す る形で保護対象 とされていた母子家庭の母親が、世帯主 とい
う資格で家族 とともに保護 を受 けられ る制度的な基盤が確保できるよ うになったのである。2002年に父
子を対象 に含 め、2007年には祖父母 と孫だけの世帯 も含めて 「一人親家族支援法」に改正 されるな ど、
支援の対象を少 しずつ広げてきた。
母子福祉法の制定によ り婦女保護事業の一環 としてなされていた 「未婚母施設」に関 しても、未婚の
女性が妊娠 ・出産期に1年 間入所でき、食事な どの基本的な生活お よび分娩 を含 めた医療サービスを受
けられる施設 として明文化 された。
1981年か ら2013年までの未婚母施設の推移 を図で示す と下記 のとお りである。
図1未 婚母施設の推移
?
?
?
?
?
?
?
?
??
??
?
?
?
?
??
??
鍵露寧欝轟鳶轟鐸轟
出典:保健福祉部、保健福祉家族部 各年統計資料
8
人文 学報No499(社 会福祉学31)2015.4
1980年代 に10か所程度だった未婚母施設 は とりわけ2006年以降急激に増加 し、2011年に33か所に
なった。2006年から2011年の5年 間で15か所 も増 えたのである。急増の背景 としてあげ られるのが、
少子化対策の一環 としての未婚母支援である。韓国は2002年か ら超少子化社会 に突入 してお り、危機
感 を募 らせた国 も2005年に 「少子高齢社会基本法」を制定す るな ど、本格的にこの課題に取 り組む よ う
になった。重点課題の一つに、出産 と子育てを しやすい社会 を目指 し、子 どもを養育す るための未婚母
施設の充実化が掲 げられてい る。それを受けて、2006年の母 ・父子福祉法改正 により 「未婚母施設」は
「未婚母子施設」に変更され、子 どもを育てなが ら自立 してい くためのサービスにカ を入れるよ うにな
った。未婚母の産前産後支援および養育支援への政策的な関心が高まったのである。
自ら子 どもを育て る人のための未婚母子共同生活家庭は、2003年に9か 所 のグループホームか らスタ
ー トし、2015年2.月現在26か 所 とな り、218世帯を受容できるまでになった。未婚母子施設の退所後
に 自立支援を受けなが ら居住できる施設である。安定 した住居 を提供す る意味で大きな役割を果た して
いるが、希望者が全員入れ るわけではないため、さらなる拡充が求められてい る。
未婚母子施設および未婚母子共同生活家庭 のサー ビス内容 を表にまとめると下記の とお りである。
表7未 婚母 を対象 とした主な施設 とサー ビス内容
1
2
施設別
未婚母子施設
未婚母子 ・未
婚母共同生活
家庭
サー ビス内容
一宿食無料提供
一分娩医療サービス(医療給付対象者、地域内の病院 ・保健所などを指定して産前 ・
分娩 ・産後に必要な検診帝京、異常分娩など医療給付の対象外に関しては未婚母特
殊治療費支給、未熟児分娩時は医療費支援など)
一 自立支援:職 業訓練、教育など
一その他国または自治体が定める経費の支援
一子 どもの養育費支援(一人親家族支援法の対象および未婚母子共同生活に限る)
一宿食無料提供
一4歳以下の子 どもを法定低所得層の子 どもとし、保育料100%支援(未婚母子共同
生活家庭に限る)
一 自立支援
一その他国または自治体が定める経費の支援
出典:女 性 家族 部(2010)『2010一人 親家 族支 援事 業案 内』、pp.132-146
さらに、2009年か ら未婚母父が子 どもを養育 し経済的に自立できるよ うに、妊娠初期か ら相談お よび情
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報の提供、子 どもの出産 と養育時の緊急支援 などを行 う未婚母父子拠点機関が設置 され るよ うになった。
2014年12H末現在全国16の自治体で17か所が運営 されてお り、職業訓練お よび検定試験の準備 のた
めの教育機関 との連携をは じめとした情報提供や救急の場合の病院費用、生活必需品を支援す る危機支
援機能、カ ウンセ リング、未婚母 ・父子のための文化体験プログラム、教育プログラム、セルフヘルプ
グループのネ ッ トワークづ くりな どを行っている。金恵英(2011)が行った調査では、拠点機関に対す る
満足度は高いいが、専任 のスタッフが1名 体制で業務 を行 ってお り、多様なサー ビスが必要な未婚母 に
持続 的なサポー トす るには非常に限界があることが示 されてい る。今後 さらなるマ ンパ ワーの拡大が望
まれる。
も う一つ、大きな進展がみ られ るのは、青少年未婚母の教育 を受 ける権利保 障の部分である。青少年
未婚母に関する正確な統計資料はないが、年間5千 人か ら6千 人ほ どと推定 されてお り、未婚母施設へ
の入所者 の中でも3割 を占めている。未婚母学生は妊娠 が学校 に知 られた場合、校則によ り退学処分 を
受 けることを恐れて、妊娠の事実を告 げず 自主退学す ることが多い。その後、学業を継続するためには、
検定試験を受けるか、フリースクールに通 うとい う選択になる。2010年に国家人権員会 は、教育科学技
術部、女性家族部、保健福祉部長官および各市道教育庁の教育監に対 して 「青少年未婚母が教育 を受 け
る権利 を保障す ることは社会的課題であ り、妊娠 とともに学校 を自主退学する事態 は避 けなけれ ばな ら
ない。青少年の未婚母の学習権 を保障す るために関連法律の整備 を行 うよ うにすべき」 との勧告 を行 っ
た。その後蔚 山市教育庁は教育長の主導のもと、青少年未婚母 フリースクールの設立を進め、学校に妊
娠 しても退学 しないよ うに校則を替え、学生が出産を望む場合は、未婚母のフ リースクール に通 えるよ
うに指導を要請す る公文 を送 った」(金恵英2011:81)。青少年未婚母が教育を受け られ るフ リースクー
ルの多 くは未婚母子施設が運営 してお り、2014年12.月末現在全国に9か 所のフ リースクールがある。
V.む すびにかえて
本稿では最低限の短期保護か ら始まった韓国の未婚母施設 が、実母の 自立や子育て支援まで支援の範
囲を広げてきた過程 について分析 してきた。未婚母支援 は1960年代の末か ら養子縁組機 関が手掛ける
よ うにな り、婦人保護事業の一環 として行 われた。80年代以降は養子に託 され る子 どもの8割 以上が未
婚母の子 どもとい う状況が続 き、養子縁組 は未婚母対策 としても捉 えられ るよ うになった。その間の未
婚母支援はもっぱ ら短期間の入所保護お よび子 どもの養子縁組 とい うものに終始 していたが、養育を希
望す る未婚母の増加 とともに、徐々に未婚母支援 も養育 と自立に重点がおかれ るよ うになる。未婚母支
援の先駆的な役割 を担ってきたのは愛欄院で、青少年未婚母のためのグループホームや地域 に住む未婚
母のために、「Online未婚母子支援セ ンター」を始めるな ど、先駆的な事業を展開 しなが ら未婚母子支
援 をリー ドしてい る。韓国の未婚母支援がた どってきたのは、未婚母に よって子 どもが育て られ る可能
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性 を十分に探 ることなく養子縁組 が先行 され るとい うものか ら、未婚母を 「育てる」母親 として位置づ
け、そのための支援 を広げてきている過程 として捉 えることができる。2015年7Hから養子縁組機関に
よる未婚母子施設の運営の禁止は、このような政策 的転換 を表す象徴的な出来事なのである。
日本 の婦人保護施設は、売春行為の恐れのある女性、 もしくはDV被 害にあってい る女性 の他 にも、
様々な困難 を抱 えてい る女性 にも範囲を広 げているものの、産前産後 を通 しての妊産婦 の支援 を行って
いるのは東京都の慈愛寮のみである。近年予期せぬ妊娠 を した女性へ の支援 に関心が高まっているが、
それはケアを必要 とす る未婚の女性 を支援 してい こ うとす る認識が社会的に広まったため とい うよ り、
む しろ乳幼児の虐待 ・遺棄への危機感に付随 して起きたためであると言 える。1973年に「実子あっせん」
を公表 した菊 田昇医師は、母に望まれず に産まれ る婚外子の生命 と幸福 を守るためには,何 よ りも未婚
の母を保護す ることが前提条件であるとし、実母への配慮を重ねて主張 した。 しか し、1987年に成立 し
た特別養子制度では、家庭 に恵 まれ ない子 どもに家庭 を提供 し、養親子の安定的な関係 を確保すること
に主眼が置かれ、予期せぬ妊娠 をした女性に対す る配慮は特段 なされないまま現在に至 っている。青少
年 の未婚母 が妊娠のため学業を中断せ ざるをえず、退学に追い込まれ ることや、女性のプライバシー保
護 に関す る議論がその後全 く起 きていないことか らも、彼女 らへの関心の薄 さが見て とれる。 しかし、
未婚の状態で出産 し、その後の 自立を 目指 してい く女性に とって社会的な支援は欠かせ ない。シェル タ
ーは医療面のみな らず、学業や 自立支援 に至るまで包括的な支援機 関として機能 しうるものであ り、未
婚 の母 自らの養育 を最大限支援 しつつ、やむ を得ない場合 に養子縁組 の活用 を図るべ きである。
今後は予期せ ぬ妊娠を した女性 に対す る支援 について、 日本の熊本市の慈恵病院で運用 されている
「コウノ トリのゆ りかご」、および韓国のソウル市にある 「ベ ビーボ ックス」7)の取 り組みを対象 とし、
子 どもが遺棄 され る背景 と社会的支援 のあ り方についての比較研究 を行ってい く予定である。
【注 】
1)婦人保護事業の一環 として始まった 「未婚母施設」は、2006年の母 ・父子福祉法改正により 「未婚母子施設」に名
称が変わった。本稿では時代によって二つの名称を並行 して用いることとする。
2)「一人親家庭」を原文のまま引用すると 「欠損家庭」になるが、「欠損家庭」 とい う用語は、両方の親がそろってい
る家庭に対 して、片方が欠けているとい う価値判断を伴った表現であるため、ここでは 「一人親家庭」 と訳すことに
した。子どもが養子となる背景として、未婚母は一人親家庭とは別に扱われている.
3)1960年代から主にアメリカで学位を取った研究者が韓国の社会福祉の基盤を作ることになる。彼 らが影響を受けた
その当時の価値観は、「未婚母の子 どもの放棄 と養子縁組が児童福祉の最善として正当化 される」ものであ り、その
ことがさらに未婚母の子どもは養子に託されるとい う結果を生みだすようになった とい う指摘もある(権2013:116)。
4)救世軍は1908年に韓国に教会を立てて以来、1916年から浮浪児のケア、貧民宿泊事業、医療宣教事業などの社会事
業を展開 した。女子館もその一環であり、70年代に未婚母が宿泊できる施設 となっていた。
5)愛欄院は1960年4月にアメリカ長老教会の宣教師である愛欄女史が倫落女性のための 「恵みの院」を設立したこと
から始ま り、1973年から未婚母保護i事業へ転換 して今 日に至っている。
6)希望の家は1979年に廃止 された。
7)ベビーボックスはソウル市内にある教会を母体 として設置された
、子 どもを匿名で預けられる場所である。ここに預
けられる子どもは、2010年に4名、2011年に37名、2012年に79名、そして2013年には8月 の時点ですでに169名
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となり、特に2012年養子縁組特例法施行後の増加が著 しいとして注目を集めるようになった。最大の論点は、この
養子縁組特例法により、実親による出生届が一律に課 されている点である。むろん改正以前 も実親による出生届は義
務であったが、養子縁組が届出制であったこと、そして医療機関の出生証明書を原則 としつつ も、自宅出産の場合は
2人の保証人がいれば出生届が出せるとい う制度により、実際には子どもが養親の実子として届け出られるとい う運
用が主流であった。今回の改正は、このような従来の慣行に終止符を打ち、透明性を確保 した一方で、未婚母に対す
る偏見がなお根強い韓国社会の実情を反映 してお らず、む しろ子 どもの権利が侵害 される状況を生み出しているとの
批判が起きた。乳児遺棄およびベ ビーボックスの因果関係やベ ビーボックスの実態について、保健福祉部の担当部署
が調査を始めたところである。
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